
はじめに
財産評価基本通達（評価通達）1《評
価の原則》の（3）は、相続財産の評
価に当たっては、その財産の価額に影
響を及ぼすべき全ての事情を考慮する
旨を定めています。今回は、「財産の
価額に影響を及ぼす事情」があるとし
て、その影響要因に基づき除去等の費
用を土地の評価額から控除することが
できるか否かが争われた裁決をご紹介
します。

1 浄化・改善費用

令3．12．1公表裁決
（全部取消し）Ｊ125－2－04）

＜事案の概要＞
この事案は、審査請求人が、相続財
産である土地（本件各土地）は土壌汚
染地であるとして、本件各土地の評価
について、浄化・改善費用に相当する
金額（合計4億3835万5200円）を控除
して相続税の申告をしたところ、原処
分庁が、土壌汚染対策法に規定する汚
染の除去等の措置を講ずることが必要
な区域に指定等がされていないため、
浄化・改善費用の負担が確実に発生す
るとはいえないとして更正処分等を行
ったことから争われたものです。
＜審判所の判断＞
審判所では、次のとおり判断し、更
正処分等の全部を取り消しました。
① 平成16年7月5日資産評価企画官
情報第3号「土壌汚染地の評価等の考
え方について（情報）」（本件情報）の
取扱いは、評価通達1の（3）の定め
に照らし、合理的なものである。
② 本件各土地については、相続開始
日前後に実施されたＮ社による調査に
より、いずれの土地からも土壌汚染対
策法所定の基準を超える特定有害物質
が検出され、これらの特定有害物質
は、相続開始日において地中に含有さ
れていたものと認められる。したがっ
て、本件各土地には、土壌汚染のある
土地と認めるのが相当であることか
ら、その評価に当たり、浄化・改善費
用相当額を考慮すべきである。

③ 本件各土地及びその周辺の状況や
土壌汚染の状況から、本件各土地につ
いて最有効使用できる最も合理的な土
壌汚染の除去等の措置は掘削除去であ
ると認められる。審査請求人が主張す
る土壌汚染対策工事の各見積額は、そ
の前提となる浄化・改善方法の選定及
び各見積額の算定過程のいずれについ
ても特段不合理なところは見当たら
ず、浄化・改善費用の金額として、い
ずれも相当であると認められる。
④ したがって、本件情報の取扱いに
より控除すべき浄化・改善費用相当額
は、各見積額の80％相当額によるのが
相当である。
⑤ 原処分庁は、土地の評価に当た
り、浄化・改善費用相当額の控除が認
められるためには、法令又は契約等に
より、汚染の除去等の措置を講ずる義
務が生じ、その除去等の費用が発生す
ることが確実であることにより、土壌
汚染が評価対象地の価格形成に影響を
及ぼしている必要があるなどと主張す
る。
⑥ しかしながら、相続財産の価額
は、当該財産の客観的な交換価値であ
ると解されることから、土壌汚染が土
地の価格形成に影響を及ぼす場合を、
法令により汚染の除去等の措置を講ず
る義務が生じ、その除去等の費用が発
生することが確実である場合に限定す
る理由はない。

2 ガソリンタンク撤去費用等

平28．6．27非公開裁決
（一部取消し）Ｆ0－3－466

＜事案の概要＞
この事案では、審査請求人らが相続

により取得した各土地（本件各土地）
について、ガソリンスタンドの敷地又
はその隣接地であることから、市場性
の減退を考慮すること、地下タンクの
撤去費用、土壌汚染に係る調査費用及
び土壌改良費等の見込額を評価額から
控除することができるか否かが、争点
の一つとなりました。
＜審判所の判断＞
審判所では、次のとおり判断し、審

査請求人らの主張を斥けました。
① 本件各土地は、相続の開始時にお
いて、要措置区域にも形質変更時要届
出区域にも指定されていないこと、ま
た、審査請求人ら提出資料及び当審判
所の調査の結果によれば、ガソリンス
タンドの敷地として使用されていた各
土地について相続の開始時以前に土壌
汚染調査は行われていないことが認め
られ、当審判所の調査の結果によって
も、本件各土地が相続の開始時におい
て汚染されていたと認めるに足りる証
拠資料は存しない。
② そうすると、相続の開始時におい
て、本件各土地が汚染されていたと認
めることができない。
③ また、隣接地を除く本件各土地
は、相続の開始時において、賃借人で
ある同族会社がガソリンスタンドとし
て使用し、地下タンクなどのガソリン
スタンドに係る設備を所有していたこ
とが認められるところ、評価通達1の
（2）が、相続の開始時における当該
財産の現況により評価する旨定めてい
ることからすれば、地下タンクの撤去
を前提として上記各土地の価額を評価
することは、現況により評価したこと
にならないから、地下タンク撤去費用
の見込額を控除することはできない。

3 建物の基礎等の撤去費用

令3．9．8非公開裁決
（棄却）Ｆ0－3－764

＜事案の概要＞
この事案は、審査請求人（請求人）
らが、相続した土地（本件土地）の評
価に当たり、土地に残存する建物の基
礎等に係る撤去費用相当額を控除して
相続税の修正申告をしたところ、原処
分庁が、撤去費用相当額を控除するこ
とはできないとして更正処分等をした
ことから、争われたものです。
＜審判所の判断＞
審判所では、次のとおり判断し、撤
去費用相当額を控除すべき理由はない
としました。
① 被相続人は、その配偶者の相続に
より本件土地及び未登記の建物（本件

建物）及び浄化槽を取得した後、老朽
化した本件建物を取り壊した。その
際、本件建物の基礎及び浄化槽2基（本
件基礎等）を残置した。
② 本件土地は、相続開始日におい
て、車両が通行するには支障がない状
態であり、現に、同族関係法人に賃貸
され、従業員用の駐車場として利用さ
れていたことが認められる。そして、
当審判所の調査によっても、本件基礎
等の存在が、本件土地の利用価値を毀
損しているとは認められない。
③ また、評価通達1の（3）の「そ
の財産の価額に影響を及ぼすべき事
情」として考慮されるのは、客観的な
その土地固有の事情であり、所有者等
の主観的要因や所有者等の意思、行為
等によって変更することができるよう
な事情等は考慮されないと解されると
ころ、本件基礎等は、請求人らが本件
土地とともに所有するに至ったもので
あり、本件基礎等の撤去を義務付ける
等の法令の規定はなく、公的機関から
撤去の指示等もされていない状況にあ
る。
④ そうすると、請求人らは、相続開
始日において、請求人らの意思、行為
等によって、本件基礎等を撤去するこ
とも残置することもできる状況にあっ
たのであるから、本件基礎等の存在
は、客観的なその土地固有の事情には
該当しないというべきであり、評価通
達1の（3）の「その財産の価額に影
響を及ぼすべき事情」には当たらな
い。

おわりに
TAINSで、上記の裁決を検索する
場合は、〔細かい条件を指定して検索〕
⇒〔TAINSキーワード〕欄に、「土壌
汚染地」、「浄化改善費用」などの検索
ワードを入力します。

TAINSの入会については、ホーム
ページ上にあるお問い合わせフォー
ムもしくはメール＜info@tains.or.
jp＞にてお問い合わせください。
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